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道
内
市
町
村
の
二
〇
一
五
年
度
普
通
会
計
決
算
は
、
歳

入
歳
出
と
も
三
年
連
続
で
増
額
し
、
実
質
公
債
費
比
率
と

将
来
負
担
比
率
は
さ
ら
に
低
下
し
た
。
財
政
指
標
で
は
健

全
に
み
え
る
市
町
村
財
政
は
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の

か
、
後
掲
の
表
の
主
な
指
標
と
決
算
統
計
か
ら
み
て
み
よ

う
。

　

１　

経
常
収
支
比
率
は
微
減

　
自
治
体
財
政
の
弾
力
性
を
み
る
経
常
収
支
比
率
は
前
年

度
よ
り
わ
ず
か
に
低
下
し
た
。
地
方
税
、
地
方
交
付
税
は

前
年
度
よ
り
微
減
も
し
く
は
横
ば
い
と
な
っ
た
が
、
二
〇

一
四
年
か
ら
の
地
方
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
り
地
方
消

費
税
交
付
金
（
地
方
譲
与
税
）
が
増
え
、
経
常
一
般
財
源

は
増
額
し
た
。
一
方
、
歳
出
で
は
、
人
件
費
と
福
祉
系
統

の
扶
助
費
が
微
増
、
借
金
返
済
の
公
債
費
は
微
減
し
、
そ

の
ほ
か
の
義
務
的
経
費
は
横
ば
い
だ
っ
た
た
め
、
経
常
収

支
比
率
は
わ
ず
か
に
低
下
し
た
（
図
１
）。

　
市
平
均
値
、
町
村
平
均
値
の
比
率
は
そ
れ
ぞ
れ
前
年
度

よ
り
一
・
五
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
た
が
、
市
の
比
率
は
依
然

九
〇
％
を
超
え
て
い
る
。

　
こ
れ
ま
で
、
高
比
率
の
要
因
だ
っ
た
借
金
返
済
の
公
債

費
は
、
起
債
事
業
の
抑
制
に
よ
り
一
二
年
連
続
で
減
少
。

職
員
数
と
給
与
、
退
職
金
の
引
き
下
げ
に
よ
り
、
人
件
費

は
一
貫
し
て
減
少
し
て
い
た
の
が
一
六
年
ぶ
り
に
微
増
し

た
も
の
の
、
低
い
水
準
に
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
市
は

生
活
保
護
を
は
じ
め
福
祉
分
野
の
扶
助
費
が
増
加
傾
向
に

あ
る
。
ま
た
、
事
務
事
業
の
民
間
委
託
な
ど
に
よ
り
経
常

的
な
物
件
費
と
、
上
下
水
道
や
病
院
と
い
っ
た
他
会
計
へ

の
繰
出
金
が
増
加
傾
向
に
あ
る
。

　
さ
ら
に
今
後
は
、公
共
施
設
等
の
老
朽
化
に
と
も
な
い
、

施
設
の
長
寿
命
化
、
維
持
補
修
の
た
め
の
費
用
が
増
加
し

て
く
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
ち
な
み
に
、
公
共
施
設
等

の
集
約
化
・
複
合
化
、
転
用
、
除
却
の
た
め
に
必
要
な
経

費
は
、
二
〇
一
七
年
度
の
地
財
計
画
で
は
増
額
し
て
計
上

さ
れ
て
い
る
。

　
後
掲
の
表
に
あ
る
と
お
り
、
夕
張
市
の
一
五
年
度
の
経

常
収
支
比
率
は
一
二
〇
・
七
％
と
突
出
し
て
高
い
。
こ
れ

は
、
〇
九
年
度
に
財
政
再
生
自
治
体
と
な
っ
て
約
三
二
一

億
円
の
再
生
振
替
債
を
発
行
し
て
実
質
赤
字
を
解
消
し
、

一
三
年
度
か
ら
振
替
債
の
元
金
償
還
が
は
じ
ま
り
、
公
債

費
が
増
え
た
た
め
で
あ
る
。

　
な
お
、
経
常
的
経
費
に
充
当
し
た
経
常
一
般
財
源
の
額

に
変
化
が
な
く
て
も
、
比
率
計
算
の
分
母
と
な
る
交
付
税

や
地
方
税
な
ど
の
経
常
一
般
財
源
が
減
額
す
る
と
比
率
は

上
昇
す
る
。
ま
た
、
経
常
的
経
費
に
充
当
し
た
一
般
財
源

が
減
少
し
て
も
、
経
常
一
般
財
源
が
さ
ら
に
減
額
す
る
と

比
率
は
上
昇
す
る
こ
と
が
あ
る
の
で
、
注
意
が
必
要
。

　

２　

借
金
残
高
は
微
増
し
た
が
残
高
倍
率
は
低
下

　
地
方
債
（
借
金
）
残
高
は
前
年
度
よ
り
微
増
し
た
が
、
残

高
倍
率
（
比
率
）
は
わ
ず
か
に
低
下
し
た
。
地
方
譲
与
税
（
地

方
消
費
税
交
付
金
）
が
増
え
た
こ
と
に
よ
り
、
計
算
の
分
母

と
な
る
標
準
財
政
規
模
も
増
額
し
、
倍
率
が
低
下
し
た
。

　
借
金
返
済
の
多
さ
が
市
町
村
財
政
を
圧
迫
し
て
い
た
が
、

二
〇
〇
四
年
度
の
普
通
交
付
税
と
臨
時
財
政
対
策
債
（
臨

財
債
）
の
合
計
約
二
兆
八
千
億
円
の
大
幅
削
減
が
さ
れ
た

地
財
シ
ョ
ッ
ク
以
降
は
起
債
事
業
を
抑
制
し
、
〇
三
年
度

借
金
返
済
と
将
来
の
負
担
が
低
下

二
〇
一
五
年
度
道
内
市
町
村
決
算
の
概
要

　
辻
　
道
　
雅
　
宣

図１　経常収支比率の推移
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の
残
高
約
三
兆
九
千
億
円
を
ピ
ー
ク
に
、
地
方
債
残
高
は

一
貫
し
て
減
少
し
て
き
た
（
図
２
）。

　
〇
一
年
年
度
か
ら
は
、
普
通
交
付
税
の
代
替
財
源
と
し

て
、
当
面
三
年
間
の
臨
時
措
置
と
さ
れ
た
臨
財
債
の
発
行

が
つ
づ
い
て
い
る
。
二
〇
一
四
年
度
決
算
の
地
方
債
現
在

高
に
占
め
る
臨
財
債
の
割
合
は
、
市
、
町
村
と
も
三
四
％

と
最
も
割
合
が
多
く
、
年
々
そ
の
比
重
を
高
め
て
い
る
。

臨
時
の
財
政
対
策
が
恒
常
化
し
て
お
り
、
臨
財
債
の
発
行

は
抑
制
し
、
交
付
税
の
増
額
も
し
く
は
交
付
税
率
の
引
き

上
げ
を
求
め
る
声
が
強
く
な
っ
て
い
る
。

　
市
の
起
債
残
高
の
主
な
も
の
は
（
一
四
年
度
）、
公
共
事

業
債
が
一
一
％
、
一
般
単
独
事
業
債
二
七
％
で
、
臨
財
債

を
含
む
こ
の
三
つ
で
発
行
残
高
全
体
の
七
割
を
占
め
て
い

る
。
同
じ
く
町
村
は
、
一
般
単
独
債
一
三
％
、
公
営
住
宅

建
設
事
業
債
一
一
％
、
過
疎
債
二
二
％
、
そ
し
て
臨
財
債

を
合
わ
せ
る
と
全
体
の
約
八
割
と
な
っ
て
い
る
。

　
借
金
残
高
倍
率
が
二
・
〇
倍
（
二
〇
〇
％
）
を
超
え
る
と

借
金
の
返
済
で
財
政
運
営
は
窮
屈
と
な
り
、三
・
〇
倍
（
三
〇

〇
％
）
を
超
え
る
と
返
済
の
負
担
が
大
き
い
た
め
、
財
政
運

営
は
厳
し
く
な
り
、
事
業
が
制
約
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
一
五
年
度
二
・
〇
倍
以
上
は
四
九
市
町
村
で
、
一
四
年

度
の
五
四
市
町
村
か
ら
減
少
し
た
。
同
三
・
〇
倍
を
超
え

て
い
る
の
は
、
前
年
と
同
じ
く
、
夕
張
市
、
上
川
管
内
東

川
町
、
後
志
管
内
寿
都
町
の
三
自
治
体
。
夕
張
市
は
再
生

振
替
債
の
残
高
が
多
く
、一
五
年
度
は
七
・
七
二
倍
（
一
四

年
度
八
・
二
六
倍
）、
同
東
川
町
三
・
一
二
倍
（
同
三
・
二
一

倍
）、
同
寿
都
町
三
・
一
二
倍
（
同
三
・
三
六
倍
）
で
、
い

ず
れ
も
前
年
度
よ
り
低
下
し
た
。

　
全
体
と
し
て
は
、
借
金
残
高
の
ピ
ー
ク
を
越
え
た
自
治

体
が
多
く
な
っ
て
い
る
。

　

３　

貯
金
は
八
年
連
続
増
加

　
二
〇
一
五
年
度
の
市
町
村
合
計
の
基
金
残
高
は
六
九
一

七
億
円
（
前
年
度
比
四
二
二
億
円
増
）
で
、
八
年
連
続
の

増
額
と
な
り
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
残
高
比
率
は
四

一
・
四
％
で
初
め
て
四
割
を
越
え
た
。

　
市
の
一
五
年
度
の
基
金
残
高
は
二
五
一
三
億
円
で
、
残

高
比
率
は
二
二
・
四
％
に
。
町
村
は
残
高
四
四
〇
四
億
円
、

残
高
比
率
は
七
九
・
九
％
と
ほ
ぼ
八
割
の
水
準
に
な
っ
た

（
図
３
）。

　
さ
ら
に
比
率
が
一
〇
〇
％
を
超
え
て
い
る
の
は
五
一
市

町
村
あ
り
、
前
年
度
（
三
九
市
町
村
）
よ
り
増
加
し
た
。

こ
の
う
ち
二
〇
〇
％
を
超
え
て
い
る
町
村
も
あ
る
。
こ
の

よ
う
に
基
金
残
高
比
率
の
高
い
自
治
体
は
、
あ
と
で
み
る

将
来
負
担
比
率
は
発
生
し
て
な
い
。

　
八
年
連
続
で
基
金
が
増
加
し
、
と
く
に
町
村
で
基
金
残

高
比
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
の
は
、
交
付
税
と
臨
財
債
が

大
幅
削
減
さ
れ
た
〇
四
年
度
地
財
シ
ョ
ッ
ク
後
の
緊
縮
財

政
。
そ
し
て
当
時
、平
成
の
市
町
村
合
併
議
論
の
な
か
で
、

合
併
を
せ
ず
単
独
自
治
体
で
の
自
立
を
選
択
し
た
自
治
体

図２　地方債残高と残高倍率

図３　基金残高と現在高比率
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は
、
交
付
税
、
臨
財
債
と
い
っ
た
一
般
財
源
は
現
状
維
持

か
今
後
減
額
し
て
い
く
と
見
込
み
、
歳
出
を
抑
制
し
た
中

長
期
の

｢
自
立
の
ま
ち
づ
く
り
計
画
」
を
つ
く
り
、
将
来

の
ま
ち
づ
く
り
に
備
え
た
。
そ
の
後
、政
権
交
代
も
あ
り
、

交
付
税
は
回
復
し
た
が
、
緊
縮
財
政
を
基
調
と
し
た
行
財

政
運
営
を
行
い
、
切
り
詰
め
た
分
を
基
金
に
積
み
、
突
然

の
環
境
変
動
に
対
応
し
よ
う
と
し
て
き
た
面
が
あ
る
。
た

だ
し
、
自
治
体
の
役
割
は
住
民
福
利
の
向
上
な
の
で
、
漫

然
と
基
金
を
積
め
ば
い
い
わ
け
で
は
な
い
。

　
ま
た
近
年
、
財
務
省
は
自
治
体
の
基
金
に
目
を
付
け
、

基
金
を
交
付
税
計
算
の
基
準
財
政
収
入
額
に
算
入
す
る
考

え
や
、
自
治
体
の
事
業
実
施
に
基
金
を
つ
か
う
こ
と
を
求

め
て
い
る
。
こ
の
間
の
自
治
体
の
基
金
の
増
加
は
、
過
去

の
経
験
か
ら
国
の
政
策
・
制
度
変
更
に
対
応
す
る
た
め
と

い
う
要
因
が
大
き
い
。
自
治
体
の
一
般
財
源
が
確
保
さ
れ

る
補
償
が
な
け
れ
ば
、
自
治
体
は
基
金
を
使
う
こ
と
に
慎

重
に
な
っ
て
い
る
。

　

４　

健
全
化
判
断
比
率

　
二
〇
〇
八
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
た
自
治
体
財
政
健
全
化

法
（
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
）

で
は
、
以
下
の
四
指
標
の
う
ち
一
つ
で
も
基
準
を
超
え
る

と
早
期
健
全
化
自
治
体
か
財
政
再
生
自
治
体
に
な
り
、
財

政
の
健
全
化
と
再
生
を
図
る
こ
と
に
な
る
。
再
生
自
治
体

の
夕
張
市
を
除
き
、健
全
化
基
準
を
超
え
る
市
町
村
な
い
。

各
指
標
に
よ
る
市
町
村
の
財
政
状
況
を
み
て
み
よ
う
。

　

①
実
質
赤
字
は
な
く
、
連
結
実
質
赤
字
も
解
消

　
二
〇
〇
九
年
度
決
算
か
ら
実
質
赤
字
の
発
生
し
て
い
る

自
治
体
は
な
い
。
再
生
自
治
体
に
な
っ
た
夕
張
市
は
、

〇
八
年
度
に
財
政
振
替
債
を
発
行
し
て
、
収
支
の
赤
字
を

解
消
し
た
た
め
実
質
赤
字
比
率
は
な
く
な
り
、
一
方
、
多

額
の
振
替
債
の
返
済
が
あ
る
た
め
、
実
質
公
債
費
比
率
が

再
生
基
準
を
上
回
っ
て
い
る
。

　
標
準
財
政
規
模
に
応
じ
た
実
質
赤
字
比
率
が
基
準
を
超
え

る
と
健
全
化
自
治
体
に
な
り
、
赤
字
比
率
が
二
〇
％
を
超
え

る
と
再
生
自
治
体
と
な
る
。
こ
れ
ら
の
比
率
は
、
赤
字
の
程

度
を
み
る
指
標
な
の
で
、
黒
字
だ
と
「
赤
字
は
発
生
し
て
い

ま
せ
ん
」
あ
る
い
は
「
該
当
な
し
」
と
し
て
広
報
な
ど
に

数
値
は
記
載
さ
れ
ず
、
決
算
カ
ー
ド
で
も
空
欄
に
な
っ
て

い
る
。
後
掲
一
覧
表
で
は
分
か
り
や
す
い
よ
う
に
、
黒
字

は
正
の
値
で
、
赤
字
の
比
率
は
負
の
値
で
表
示
し
て
あ
る
。

　
実
質
赤
字
比
率
は
、
こ
れ
ま
で
の
実
質
収
支
比
率
と
ほ

ぼ
同
じ
比
率
な
の
だ
か
ら
、
黒
字
の
比
率
を
当
初
か
ら
記

載
、
公
表
す
べ
き
だ
ろ
う
。
ち
な
み
に
旧
自
治
省
は
、
実

質
収
支
比
率
の
黒
字
は
経
験
的
に
三
～
五
％
程
度
の
水
準

が
望
ま
し
い
と
し
て
い
た
。

　
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
健
全
化
法
に
基
づ
く
新
し
い
指

標
で
、
普
通
会
計
に
加
え
、
特
別
会
計
、
病
院
や
上
下
水

道
な
ど
の
公
営
企
業
会
計
を
連
結
し
た
赤
字
を
把
握
す

る
。
こ
の
比
率
も
実
質
赤
字
比
率
と
同
様
に
、
黒
字
だ
と

広
報
や
決
算
カ
ー
ド
で
は
空
欄
に
な
っ
て
お
り
、
黒
字
の

比
率
を
公
表
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　
連
結
の
赤
字
比
率
の
早
期
健
全
化
基
準
は
、
標
準
財
政

規
模
に
応
じ
て
一
六
・
二
五
％
～
二
〇
％
以
上
の
赤
字
比

率
、財
政
再
生
基
準
は
三
〇
％
以
上
の
赤
字
比
率
と
な
る
。

　
前
年
度
ま
で
連
結
赤
字
比
率
が
発
生
し
て
い
た
深
川
市

は
、
市
立
病
院
事
業
会
計
の
資
金
不
足
が
縮
小
し
た
こ
と

に
よ
り
、
一
五
年
度
で
解
消
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
道
内

全
市
町
村
で
連
結
赤
字
比
率
は
発
生
し
て
い
な
い
。
た
だ

し
、
深
川
市
は
連
結
実
質
赤
字
を
解
消
し
て
も
、
病
院
事

業
会
計
に
は
資
金
不
足
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
あ
る
会

計
が
赤
字
で
あ
っ
て
も
、
ト
ー
タ
ル
の
収
支
が
黒
字
で
あ

れ
ば
、
連
結
赤
字
は
発
生
し
な
い
。

　

②
実
質
公
債
費
比
率
10
％
未
満
が
市
町
村
の
六
割

　
実
質
公
債
費
比
率
は
、
一
般
会
計
が
負
担
し
て
い
る
特

別
会
計
、
公
営
企
業
会
計
、
一
部
事
務
組
合
、
広
域
連
合

の
借
金
返
済
を
含
め
た
比
率
で
、
三
カ
年
の
平
均
値
で
借

金
返
済
の
重
さ
を
み
る
。
二
〇
〇
五
年
度
か
ら
の
地
方
債

協
議
制
度
（
起
債
の
原
則
自
由
化
）
に
よ
り
、
こ
の
比
率

で
起
債
が
制
限
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
健
全
化
法
で
も
こ

図４　実質公債費比率の段階別推移
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の
比
率
を
用
い
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
一
般
単
独
事
業
債
が
制
限
さ
れ
る
二
五
％
以
上
が
健
全

化
基
準
に
、
公
共
事
業
債
が
制
限
さ
れ
る
三
五
％
以
上
が

財
政
再
生
基
準
に
な
っ
た
。比
率
が
一
八
％
を
超
え
る
と
、

公
債
費
負
担
適
正
化
計
画
の
策
定
が
義
務
づ
け
ら
れ
、
市

町
村
の
地
方
債
発
行
は
道
の
同
意
が
必
要
と
な
る
。

　
二
〇
〇
八
年
度
決
算
で
七
市
町
が
二
五
％
を
超
え
健
全

化
自
治
体
と
な
っ
た
が
、
一
一
年
度
決
算
で
全
自
治
体
が

健
全
化
計
画
を
完
了
し
た
。
実
質
公
債
費
比
率
の
段
階
別

推
移
を
み
る
と
（
図
４
）、
一
八
％
以
上
は
一
五
年
度
二

自
治
体
ま
で
減
少
し
、
一
八
％
未
満
の
自
治
体
は
一
五
年

度
一
七
六
市
町
村
と
な
っ
た
。
全
道
平
均
値
の
比
率
は
一

環
し
て
低
下
を
つ
づ
け
、
一
五
年
度
は
八
・
四
％
ま
で
下

が
り
、全
国
市
町
村
の
平
均
値
は
七
・
四
％
ま
で
低
下
し
た
。

　
前
述
し
た
よ
う
に
、
起
債
事
業
を
抑
制
し
て
い
る
こ
と

と
、
臨
財
債
や
過
疎
債
の
よ
う
に
返
済
を
交
付
税
措
置
す

る
も
の
が
多
い
た
め
、
比
率
が
低
下
し
て
き
て
い
る
。

　
財
政
再
生
自
治
体
の
夕
張
市
の
一
五
年
度
の
実
質
公
債

費
比
率
は
七
六
・
三
％
と
な
り
、
前
年
度
六
一
・
〇
％
よ
り

さ
ら
に
上
昇
し
た
。
一
三
年
度
か
ら
再
生
振
替
債
の
元
金

償
還
が
は
じ
ま
っ
た
た
め
、
比
率
が
上
昇
し
て
い
る
。
な

お
夕
張
市
は
、
こ
れ
ま
で
借
金
返
済
・
緊
縮
財
政
一
辺
倒

だ
っ
た
再
生
計
画
を
見
直
し
、
一
七
年
度
か
ら
は
若
い
世

代
や
子
育
て
世
代
へ
の
事
業
を
中
心
と
し
た
新
た
な
再
生

計
画
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。

　

③
将
来
負
担
比
率
の
町
村
平
均
値
10
％
未
満
に

　
将
来
負
担
比
率
は
、
将
来
の
ま
ち
全
体
の
借
金
の
重
さ

を
み
る
指
標
。
一
般
会
計
の
地
方
債
残
高
に
加
え
、
特
別

会
計
、
公
営
企
業
会
計
、
一
部
事
務
組
合
、
広
域
連
合
、

地
方
公
社
、
第
三
セ
ク
タ
ー
も
含
め
、
一
般
会
計
の
負
担

が
見
込
ま
れ
る
負
債
と
全
職
員
の
退
職
金
見
込
み
額
も
含

む
。
こ
の
負
担
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率
で
、

早
期
健
全
化
基
準
は
三
五
〇
％
以
上
（
指
定
都
市
と
都
道

府
県
四
〇
〇
％
以
上
）
で
、
夕
張
市
の
み
健
全
化
基
準
を

超
え
て
い
る
。

　
図
５
を
み
る
と
比
率
は
一
貫
し
て
低
下
し
、
一
五
年
度

の
全
道
平
均
値
は
五
〇
・
七
％
ま
で
低
下
（
同
全
国
市
町

村
三
八
・
九
％
）。
と
く
に
町
村
の
比
率
低
下
は
著
し
く
、

一
五
年
度
は
一
〇
％
を
下
回
っ
た
。

　
比
率
が
「
発
生
し
な
い
」
自
治
体
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、

一
五
年
度
は
七
二
市
町
村
で
全
体
の
四
割
に
達
し
た
。

一
〇
〇
％
を
超
え
る
自
治
体
は
減
少
し
、
二
〇
〇
％
以
上

は
一
市
の
み
に
な
っ
た
（
表
１
）。

　
比
率
が
発
生
し
な
い
の
は
、

将
来
の
負
担
が
な
い
こ
と
を
意

味
し
な
い
。
負
担
に
充
当
可
能

な
基
金
、
基
準
財
政
需
要
額
算

入
見
込
み
額
（
地
方
債
償
還
の

交
付
税
措
置
）
な
ど
が
、
将
来

負
担
額
よ
り
多
く
な
る
た
め
、

計
算
上
比
率
が
マ
イ
ナ
ス
に
な

り
、
将
来
負
担
比
率
は
「
発
生

し
な
い
」と
な
る
。
こ
の
た
め
、

市
町
村
広
報
と
決
算
カ
ー
ド
に

負
担
比
率
は
記
載
さ
れ
な
い
。

　
後
掲
の
財
政
一
覧
表
で
は
、

将
来
負
担
比
率
の
「
発
生
し
て

い
な
い
」
自
治
体
は
、
マ
イ
ナ

ス
で
表
記
し
て
あ
る
。
後
掲
の

表
を
み
る
と
積
立
金
残
高
が
多

い
自
治
体
は
、
負
担
比
率
が
低

い
か
、
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
一
五

年
度
の
町
村
平
均
値
が
急
低
下
し
た
の
は
、
比
率
が
「
発

生
し
て
い
な
い
」
町
村
が
増
え
た
た
め
で
あ
る
。

　
健
全
化
判
断
比
率
の
指
標
の
上
で
は
多
く
の
自
治
体
は

健
全
な
状
況
に
あ
る
。
一
方
、
と
も
す
れ
ば
指
標
の
改
善

そ
の
も
の
が
目
的
化
す
る
の
で
、
各
指
標
の
背
景
に
は
地

域
の
人
々
の
暮
ら
し
が
あ
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
い
け
な

い
。
健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
は
当
然
で
あ
り
、
最

適
な
費
用
で
最
大
の
住
民
福
祉
を
実
現
す
る
の
が
自
治
体

の
役
割
で
あ
る
。

＜

つ
じ
み
ち
　
ま
さ
の
ぶ
・
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
主
任
研
究
員＞

図５　将来負担比率平均値の推移

表１　将来負担比率の段階別状況


